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兵庫労働局職業安定部需給調整事業課

「派遣労働者の同一労働同一賃金改正のポイントについて」
～令和8年10月1日施行～
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なぜ改正が行われるのか

⇒制度そのものを大きく変更するのではなく、「制度が十分に機能するよう運用を

改善する」

〇令和2年（2020年）に施行された同一労働同一賃金制度から５年を経過し、運用する中で

明らかになった課題

派遣労働者が待遇の相違やその理由について説明を求める権利の実効性が十分ではなかったこと

説明請求権は制度上認められていたものの、その権利を実際に行使しやすい環境とは言えなかった。

待遇の相違やその理由について、より分かりやすい説明が求められていたこと

説明内容の充実や透明性の向上が必要と考えられた。

能力・経験・成果等を待遇へ適切に反映する仕組みを促進する必要があったこと

特に労使協定方式において、公正な評価を待遇へ反映する考え方をより明確にする必要があった。

同一労働同一賃金ガイドラインの考え方をより明確化する必要があったこと

実務で判断に迷う場面があったため、具体例等を充実させる必要があった。

など
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労働者派遣の流れ（イメージ）

労働者 派遣元事業主 派遣先

登
録
者

抵触日の通知

比較対象労働者の待遇情報の提供

派遣先への通知

派遣元責任者の職務
（派遣元管理台帳の作成等） 派遣先管理台帳（作成等）

就業状況の報告

募集情報の提供

派遣就業の終了or派遣可能期間の延長（抵触日変更）

抵触日

派遣元事業主の責務
（雇用安定措置、キャリアアップ措置等）

派
遣
労
働
者

待遇に関する事項等の説明

その他の対応事項（雇い入れ努力義務等）

派遣依頼（労働者を派遣してほしい）
派遣登録（派遣の仕事をしたい）

派遣就業の開始

労働条件や待遇条件、就業条件等の明示等

労働者派遣契約の締結（派遣料金の配慮等）

登
録
者

派遣先への通知

待遇に関する事項等の説明

派遣登録（派遣の仕事をしたい）

労働条件や待遇条件、就業条件等の明示等
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派遣労働者の同一労働同一賃金については、派遣元事業主に対し【派遣先均等・均衡方式】又は【労使協定
方式】のいずれかの待遇決定方式による公正な待遇の確保を義務づけています。
労使協定方式は、適切に選出された過半数代表者等との間で労使協定を定めたときは、一部の待遇を除き、
派遣先均等・均衡方式は適用しないことを定めたものです。

派遣先均等・均衡方式

派遣先で類似の職務・責任を担う通常の
労働者を基準に、職務内容や責任、成果
などを踏まえて派遣労働者の待遇を決定
する方式です。

職務内容だけでなく責任範囲・必要能
力・成果への関与度等が同じであれば、
同じ待遇を適用すること（均等）、これ
らの要素に違いがある場合、その差に応
じた程度の合理的な待遇差を設けること
（均衡）が求められます。

（参考様式）
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派遣労働者の同一労働同一賃金については、派遣元事業主に対し【派遣先均等・均衡方式】又は【労使協定
方式】のいずれかの待遇決定方式による公正な待遇の確保を義務づけています。
労使協定方式は、適切に選出された過半数代表者等との間で労使協定を定めたときは、一部の待遇を除き、
派遣先均等・均衡方式は適用しないことを定めたものです。

労使協定方式

労使協定方式は、派遣元が労働者代表と
労使協定を締結し、その協定内容に基づ
いて派遣労働者の賃金や待遇を決定する
方式です。

比較対象は派遣先の通常の労働者ではな
く、協定で定めた職務評価・賃金水準・
教育訓練などの基準に沿って処遇を決め
る点が特徴です。協定には賃金水準の根
拠や昇給、福利厚生、教育訓練の方針な
どを明記することが必要です。

（労使協定のイメージ）
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派遣労働者の更なる待遇改善を実現するため、令和８年10月１日から労働者派遣法に基づく省令及び告示
が施行及び適用されます。

これに基づき、派遣労働者に対する説明義務の改善や、明確化された「同一労働同一賃金ガイドライン」
への対応、公正な評価による待遇の改善等への対応が必要となります。

〈主な改正ポイント〉

Ⅰ．労働者に対する待遇に関する説明義務の改善

Ⅱ．派遣労働者の均等・均衡待遇

Ⅲ．公正な評価による待遇改善の促進



Ⅰ．労働者に対する待遇に関する説明義務の改善

①待遇の相違の内容及び理由等について派遣元事業主に説明を求めることができる旨の
明示事項へ追加等
雇入れ時及び派遣時の明示事項に、新たに「待遇の相違の内容・理由等について派遣元事業主に説明を求める

ことができる旨｣を追加しました。

②待遇の相違の内容及び理由等の説明の方法等
派遣労働者に待遇の相違・理由等について説明をする際の説明方法や説明の求めがない場合における周知等に

ついて派遣元指針に示しました。

２．改正内容について
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Ⅱ．派遣労働者の均等・均衡待遇
①「同一労働同一賃金ガイドライン」の更なる明確化

裁判例等を踏まえ、賞与、退職手当、無事故手当、家族手当、住宅手当、病気休職・休暇、夏季冬季休
暇及び褒賞に関する記載の追加、通常の労働者の待遇引下げによる待遇の相違の解消に係る記載趣旨の明確
化等、｢同一労働同一賃金ガイドライン」の記載の見直しを行いました。

②労使協定方式による待遇確保の留意事項、派遣労働者の意見の反映等
労使協定の締結時や就業規則の作成等における過半数代表者等への必要な配慮、派遣労働者の均等・均衡

待遇に関する基本的な考え方を派遣元指針に示しました。

③派遣料金配慮義務の留意事項
派遣先の派遣料金の配慮義務に関し、派遣元事業主からの派遣料金の額に係る交渉に一切応じない場合等

は、法の趣旨を踏まえた対応といえないこと等の留意すべき事項を派遣先指針に示しました。

④派遣先において配慮が求められる施設の明確化
派遣先において配慮が求められる施設に「駐車場」が含まれることを派遣先指針に示しました。

２．改正内容について
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Ⅲ．公正な評価による待遇改善の促進

公正な評価による待遇の確保
派遣労働者の職務の成果等の評価、教育訓練やキャリアコンサルティングの実施、就業機会の確保及び提

供を行うに当たって、その職務の成果等の向上により待遇が改善するよう、派遣労働者の希望に応じた評価

結果のフィードバック等の措置を総合的に行うよう努めること等の留意事項を派遣元指針に示しました。

２．改正内容について
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雇入れ時及び派遣時の明示事項に、「労働者派遣法第31条の２第４項の規定による説明を求めることができ
る旨（派遣労働者は派遣元事業主に対し、待遇の相違の内容及び理由等について説明を求めることができる
旨）」が追加されました。

労働者 派遣元事業主 派遣先

登
録
者

抵触日の通知

比較対象労働者の待遇情報の提供

派遣先への通知

派遣元責任者の職務
（派遣元管理台帳の作成等） 派遣先管理台帳（作成等）

就業状況の報告

募集情報の提供

派遣就業の終了or派遣可能期間の延長（抵触日変更）

抵触日

派遣元事業主の責務
（雇用安定措置、キャリアアップ措置等）

派
遣
労
働
者

待遇に関する事項等の説明

その他の対応事項（雇い入れ努力義務等）

派遣依頼（労働者を派遣してほしい）
派遣登録（派遣の仕事をしたい）

派遣就業の開始

労働条件や待遇条件、就業条件等の明示等

労働者派遣契約の締結（派遣料金の配慮等）

登
録
者

派遣先への通知

待遇に関する事項等の説明

派遣登録（派遣の仕事をしたい）

労働条件や待遇条件、就業条件等の明示等



２（Ⅰ）① ．雇入れ時・派遣時の明示事項の追加

15

雇入れ時及び派遣時の明示事項に、「労働者派遣法第31条の２第４項の規定による説明を求めることができ
る旨（派遣労働者は派遣元事業主に対し、待遇の相違の内容及び理由等について説明を求めることができる
旨）」が追加されました。

雇入れ時の明示事項
① 昇給の有無
② 退職手当の有無
③ 賞与の有無
④ 協定対象派遣労働者であるか否か（協定対象派遣労働者である場合には、当該協定の有効期間の終期）
⑤ 法第31条の２第４項の規定による説明を求めることができる旨

（派遣労働者は派遣元事業主に対し、待遇の相違の内容及び理由等について説明を求めることが
できる旨）

⑥ 派遣労働者から申出を受けた苦情の処理に関する事項

派遣時の明示事項
雇入れ時の明示事項のうち①～⑤（法第31条の２第４項の規定による説明を求めることができる旨）

に加え、
⑦ 賃金
⑧ 休暇に関する事項 を明示
※労使協定方式の場合は④及び⑤（法第31条の２第４項の規定による説明を求めることができる旨）を

明示

法第31条の２第２項及び第３項 ／ 則第25条の16明示事項の追加
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留意事項
説明を求めることができる旨を明示するにあたっては、派遣労働者に申出先を明示することが望ましい。
申出先を明示するに当たっては、「部署」「役職」「氏名」について、派遣労働者が申出先を特定できるように記載すれば足
りるものであること。また、「連絡先」は、その部署又は担当者の電話番号、メールアドレス等を記載することが考えられる。
労働者派遣法第31条の２第５項により、派遣元事業主は、派遣労働者が上記説明を求めたことを理由として、解雇その他不利
益な取扱いをしてはならないこととされている。

派遣労働者は、派遣元に対し、派遣先の通常の労働者との間の待遇の相違（内容・理由）等につい
て説明を求めることができる。

派遣元（部署） （役職） （氏名） （連絡先）

派遣先均等・均衡方式

派遣労働者は、派遣元に対し、
(1)協定により賃金等の待遇が決定されていることを含め、労働者派遣法に定める待遇の確保に関す

る決定をするに当たって考慮した事項
(2)派遣先の実施する教育訓練及び派遣先が利用の機会を与える福利厚生施設に関して、派遣先の通

常の労働者との待遇の相違（内容・理由）
について説明を求めることができる。

派遣元（部署） （役職） （氏名） （連絡先）

労使協定方式

【待遇決定方式別の雇入れ時や派遣時における労働条件明示書等への記載例】
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様式例

雇入れ時の明示の例 雇入れ時の明示の例

〈派遣先均等・均衡方式〉 〈労使協定方式〉



①派遣労働者及び比較対象労働者の待遇のそれぞれを決定するに当たって考慮した事項の相違の有無
→何を基準に待遇を決めたか、その基準が両者でどう違うか

例）比較対象労働者の基本給は、職務の内容に加え、配置の変更範囲と人材育成上の役割を考慮しているのに対し、派遣労働者の
基本給は、職務の内容と配置の変更範囲を考慮し、異動の後輩や部下の指導の有無の違いに基づき決定しています。

②「派遣労働者及び比較対象労働者の待遇の個別具体的な内容」又は「派遣労働者及び比較対象労働者の待遇の実施
基準」

→実際にどのような待遇を受けているか、その待遇はどのような基準で決めているか
「派遣労働者と比較対象労働者の待遇の個別具体的な内容」

例）派遣労働者の基本給はランク10の時給1,700円です。比較対象労働者の基本給は給与テーブルの○級○号の月給300,000円です。
「待遇の実施基準」

例）派遣労働者の基本給は、担当業務、必要な知識・技能及び経験年数を基準として、相当する給与テーブルを時給換算しています。
比較対象労働者の基本給は、担当業務、必要な知識・技能及び経験年数に加え、職務の責任含めて決定しています。

③派遣労働者及び比較対象労働者の職務の内容、職務の内容及び配置の変更の範囲その他の事情のうち、待遇の性質
及び待遇を行う目的に照らして適切と認められるものに基づき、待遇の相違の理由

→待遇に差がある理由を、仕事内容や責任、異動の範囲など、その待遇に関係する事情に基づいて説明すること
例）基本給に差があるのは、比較対象労働者は新人指導やクレーム対応など責任の大きい業務を担当しているためです。

⇒職務内容、責任を踏まえている
例）住宅手当に差があるのは、比較対象労働者は転居を伴う配置転換の対象であり、その負担を考慮して支給しているためです。

⇒配置の変更の範囲、手当の目的を踏まえている

２（Ⅰ）②．待遇の相違の内容及び理由等の説明の方法等
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〈派遣先均等・均衡方式〉 法第31条の２第４項説明の求めがあった場合の説明内容



①派遣労働者の賃金が労使協定で定められた事項及び労使協定の定めによる公正な評価に基づいて決定されて
いること。また、労使協定に定められた待遇の決定方法をどのように適用したか。
→労使協定に定めた賃金の決定ルールと、公正な評価をどのように適用したかを説明すること。

例）労使協定では基本給をA～Dランクで決定しています。あなたの職務内容や習熟度は５年の経験相当に該当するため、

Bランクの基準を満たす基本給を適用しています。

②協定対象派遣労働者の待遇（賃金、法第40条第２項の教育訓練及び法第40条第３項の福利厚生施設を除く。）が派遣元
事業主に雇用される通常の労働者（派遣労働者を除く。）との間で不合理な相違がなく決定されてい
ること

例）病気休暇の取得や保養所の利用は派遣元の通常の労働者と同じく認められるものの、転勤がある場合の負担軽減を目的と

する社宅の利用は、転勤がない派遣労働者は対象外です。

③法第40条第２項の教育訓練及び法第40条第３項の福利厚生施設について、派遣労働者と派遣先に雇用される通
常の労働者との間で均等・均衡が確保されていること

例）食堂や事業所内の診療所は派遣労働者も派遣先の通常の労働者と同様に利用できます。

例）製造部門の安全講習や機械操作研修は派遣社員も同様に実施されるが、マネジメント研修は管理職養成の目的のため、自社

の管理職に就かない派遣労働者は対象外としています。

２（Ⅰ）② ．待遇の相違の内容及び理由等の説明の方法等
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〈労使協定方式〉 法第31条の２第４項説明の求めがあった場合の説明内容



２（Ⅰ）② ．待遇の相違の内容及び理由等の説明の方法等
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①待遇の相違の理由及び内容等についての説明方法は、「資料を活用し、口頭による説明」、「説
明すべき事項を全て記載した派遣労働者が容易に理解できる内容の資料を交付等」とすること。

②資料を活用し、口頭により説明する方法による場合には、説明に活用した資料等を交付すること
が望ましい。

③労働者の個人情報等の漏えいを防止する等の観点から当該資料を交付することが困難な場合で
あっても、派遣労働者から事後に求めがあったときは当該資料を閲覧させる等の工夫をするよう
努める必要がある。

例）活用した資料をそのまま交付した場合に、派遣先のどの労働者のことか特定できてしまう情報が載っている
場合に、特定に繋がる情報をマスキングした資料を交付する。

派遣元指針第２の９（３）説明の方法

説明の求めがない場合でも、労働契約の更新時等に、通常の労働者との間の待遇の相違の内容及び
理由等について容易に理解できる内容の資料を交付することや、説明を求めることができることを
周知するといった対応を行うことが望ましい。

派遣元指針第２の９（５）求めがない場合の望ましい対応



派遣労働者から求めがあった時労働者派遣をしようとする時/派遣時雇用しようとする時/雇入れ時

①当該派遣労働者と比較対象労働者との間の待遇の相
違の内容及び理由

【待遇の相違の内容：指針】
■派遣先均等・均衡方式

・派遣労働者及び比較対象労働者の待遇のそれぞれを決定するに
当たって考慮した事項の相違の有無
・派遣労働者及び比較対象労働者の待遇の個別具体的な内容、又

は、派遣労働者及び比較対象労働者の待遇に関する基準
■労使協定方式

・賃金が協定で定めた賃金の決定方法及び当該協定の定めによる
公正な評価に基づき決定されていること、
・賃金以外の待遇が派遣元の通常の労働者との比較において公正

に決定されていること

②不合理な待遇の禁止等（法第30条の３、第30条の４）、職
務

の内容等を勘案した賃金の決定（法第30条の５）及び就
業規則の作成の手続（法第30条の６）に係る決定に当
たって考慮した事項（法第31条の２第４項、派遣元指針９⑴

⑵）

説明義務⑵の事項
※派遣先均等・均衡方式のみ（法第31条の2第3項第2号）

⑴待遇に関する事項等（法第31条の２第１項、規則第25条の14第２項、業務要
領６ 10(1)ハ）

①派遣労働者の賃金の額の見込み、健康保険・厚生年金保険・雇
用保険の被保険者資格に関する事項その他の待遇に関する事項
（法、則）※就業時間・日、就業場所、派遣期間、福利厚生等（要領）

②事業運営に関する事項（則）
③労働者派遣に関する制度の概要（則）

※特に派遣労働者の保護に関する規定（労働契約申込みみなし制度の内容を含む
ことが必要）（要領）

④教育訓練及び援助の内容（則）
⑵不合理な待遇の禁止等（法第30条の３、第30条の４）及び職務の内容
等を勘案した賃金の決定に係る規定（法第30条の５）により講ずる
こととしている措置の内容（法第31条の２第２項第２号）
※業務要領６ 10⑵ホ

・派遣先に雇用される通常の労働者との間で不合理な相違を設けない旨、差別的
な取扱いをしない旨。
・賃金につき、職務の内容、職務の成果、意欲、能力又は経験等のうちどの要素
を勘案するか。
・賃金等の待遇が労使協定に基づき決定される場合はその旨

説
明
義
務

ー

⑴労働基準法第15条第１項に規定する省令で定める事項
及

び雇入れ時の明示義務⑴の事項（ただし、契約期間、更新基準、
退職に関する事項等を除く）（法第31条の２第３項第１号）
※労使協定方式の場合は雇入れ時の明示義務⑴の事項のうち④及び⑤を

明示

⑵就業条件等（法第34条）
①労働者派遣をしようとする旨
②労働者派遣契約において定めなければならない事項で

当該派遣労働者に係るもの
※従事する業務の内容、従事する事業所の名称・所在地や組織単位、

派遣就業日・期間、始業・就業時刻、苦情処理に関する事項等
③派遣労働者個人単位の期間制限に抵触する最初の日
④派遣先の事業所単位の期間制限に抵触する最初の日
⑤労働契約の申込みをしたものとみなされる場合

⑴待遇に関する事項等（法第31条の２第２項第１号、規則第25条の16）
①昇給の有無（則）
②退職手当の有無（則）
③賞与の有無（則）
④協定対象派遣労働者であるか否か（協定対象派遣労働者である場合に

は、当該協定の有効期間の終期）（則）
⑤派遣労働者は、法第31条の２第４項の規定による説明を求め

ることができる旨（派遣労働者は派遣元事業主に対し、待遇の相違の内容
及び理由等について説明を求めることができる旨）

⑥派遣労働者から申出を受けた苦情の処理に関する事項（則）

⑵派遣労働者として雇い入れようとする旨（法第32条）

⑶労働者派遣に関する料金の額（法第34条の２）

⑷賃金、労働時間その他の労働条件（労働基準法第15条第１項）

明
示
義
務

（参考）２（Ⅰ）① ,② ．雇入れ時・派遣時の明示・説明事項
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（参考）待遇について説明を求められた（求めた）事項とその割合

22

待遇について説明を求められた（求めた）事項を内容別に見ると、「基本給（の決め方）」や「通勤手当
（の決め方）」が多く、次いで、賞与や職務関連手当、特別休暇の内容に関するものとなっている。
一方で、「説明を求められた（求めた）ことはない」の割合は高い。特に、労使協定方式では派遣元・労
働者とも派遣先均等・均衡方式と比較して説明を求められた（求めた）ことはないとの回答割合が高い傾
向にある。

説明を求めた
ことはない

その他
教育訓練の
受講機会

慶弔休暇等の
特別休暇の日
数や取得方法

退職金の
決め方

家族手当等の
生活関連手当
の決め方

通勤手当の
決め方

技能手当や精
皆勤手当等の
職務関連の手
当の決め方

賞与の決め方
基本給の
決め方

44.0%0.6%4.5%8.1%6.1%6.8%20.8%13.8%12.7%21.6%
派遣先均等・

均衡方式
（n=621）

62.1%0.7%3.1%7.1%2.6%2.1%17.1%6.1%5.5%17.0%労使協定方式
（n=1,259）

資料出所：厚生労働省委託事業「令和４年度派遣労働者の不合理な待遇差の解消に係る調査研究事業」
※派遣元事業所の調査結果について、派遣労働者の回答項目に合わせて項目数を調整している。

待遇について説明を求めた事項（派遣労働者）

説明を求めら
れたことはな

い
その他教育訓練

慶弔休暇等の
特別休暇

退職金
家族手当等の
生活関連手当

通勤手当

技能手当や精
皆勤手当等の
職務関連の手

当

賞与基本給

74.6%0.0%7.1%17.9%7.1%17.9%32.1%28.6%28.6%71.4%
派遣先均等・

均衡方式
（n=126）

83.3%2.7%12.3%22.5%21.4%5.3%26.2%11.8%27.8%67.4%労使協定方式
（n=1,242）

待遇について説明を求められた事項（派遣元事業所）



１．はじめに

２．改正内容について

（Ⅰ）労働者の待遇に関する説明義務の改善

（Ⅱ）派遣労働者の均等・均衡待遇

（Ⅲ）公正な評価による待遇改善の促進等

３．おしらせ・参考資料

４．労働関係法令について
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労
使
協
定
方
式
の
場
合
も
対
象
と
な
る
待
遇

２（Ⅱ）①．「同一労働同一賃金ガイドライン」の更なる明確化

24

同一労働同一賃金ガイドラインに家族手当や住宅手当等の不合理な待遇差に関する考え方を明確化

同一労働同一賃金ガイドライン第４・第５以下の待遇を新たに追加

賞与・退職手当の目的には、労務の対価の後払い、功労報償等の様々な目的が含まれる。
これらの目的が妥当するにもかかわらず、派遣労働者に対し、通常の労働者との間の職務の内容等の相違に応じた
均衡のとれた内容を支給しない場合、不合理と認められるものに当たる可能性がある。

賞与／退職手当

通常の労働者と業務の内容が同一の派遣労働者には、通常の労働者と同一の無事故手当を支給しなければならない無事故手当

労働者派遣契約の更新を繰り返している等、相応に継続的な勤務が見込まれる派遣労働者には、通常の労働者と同
一の家族手当を支給しなければならない家族手当

住宅手当が「転居を伴う配置の変更の有無に応じて支給されるもの」である場合、通常の労働者と同一の転居を伴
う配置の変更がある派遣労働者には、通常の労働者と同一の住宅手当を支給しなければならない住宅手当

福利厚生施設の料金・割引率等の利用条件について、不合理と認められる相違を設けてはならない福利厚生施設

通常の労働者に病気休職期間に係る給与の保障を行う場合には、労働者派遣契約の更新を繰り返している等、相応
に継続的な勤務が見込まれる派遣労働者にも、通常の労働者と同一の給与の保障を行わなければならない病気休職・休暇

派遣労働者にも、通常の労働者と同一の夏季冬季休暇を付与しなければならない夏季冬季休暇

褒賞が「一定の期間勤続した労働者に付与するもの」である場合、通常の労働者と同一の期間勤続した派遣労働者
には、通常の労働者と同一の褒賞を付与しなければならない褒賞

法第30条の３第１項 / 法第30条の４第１項第４号不合理な待遇差の禁止

派遣先均等・均衡方式の場合、全ての待遇を派遣先の通常の労働者
労使協定方式の場合、賃金、派遣先の教育訓練・福利厚生施設以外の待遇を派遣元の通常の労働者（派遣労働者を除く）
との間で不合理な待遇差を設けてはならない。



２（Ⅱ）②．労使協定方式による待遇確保の留意事項、派遣労働者の意見の反映等
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労使協定方式により待遇を確保する場合、適切に労使協定を締結するだけでなく、協定に定めた内容の遵守、
公正な評価に取り組む必要があり、これが行われていない場合には、派遣先均等・均衡方式が適用されるこ
とが派遣元指針に改めて示されました。

派遣元指針第２の８(8)イ労使協定に定めた内容は遵守していますか？

労使協定に定めた賃金の決定の方法により、派遣労働者の賃金が決定されていますか□
労使協定に定めた賃金の決定の方法により、派遣労働者の職務の内容、職務の成果等に向上があった場合
の、賃金の改善をしていますか□
労使協定に定めた公正な評価規定により、派遣労働者の職務の内容、職務の成果等を評価し賃金の決定を
していますか□
賃金、派遣先の教育訓練・福利厚生施設以外の待遇について、労使協定に定めた待遇の決定方法（※）によ
り決められていますか
※派遣元の通常の労働者（派遣労働者を除く）との間で均衡待遇が確保されている必要がある

□

段階的かつ体系的な教育訓練を実施していますか□



２（Ⅱ）②．労使協定方式による待遇確保の留意事項、派遣労働者の意見の反映等
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労使協定の締結・改定にあたって留意すべき事項が派遣元指針に規定されました。

派遣元指針第２の８(八)ニ労使協定の周知に関する留意事項

協定を締結したとき、改定したとき、労働者を雇い入れたときは、法令に則った方法により周知を行うこと。
また、労働者を雇い入れようとするときも同様に周知を行うことが望ましいこと。

法第30条の４第２項労使協定の周知方法にご留意ください

労使協定を締結した派遣元事業主は、以下のいずれかの方法により、労使協定を雇用する労働者に周知しなければな
らない。
① 書面の交付の方法

② （労働者が希望した場合）ファクシミリを利用してする送信の方法 又は電子メール等の送信の方法
③ 電子計算機に備えられたファイル、磁気ディスクその他これらに準ずる物に記録し、かつ労働者が当該記録の

内容を常時確認できる方法。

例）派遣労働者にログイン・パスワードを発行し、イントラネット等で常時確認できる方法など。

④ 派遣元事業主の各事業所の見やすい場所に掲示し、又は備え付ける方法（労使協定の概要について、①又は②の

方法によりあわせて周知する場合に限る。）
概要については、少なくとも、労使協定の対象となる派遣労働者の範囲、派遣労働者の賃金（基本給、賞与、通勤手当、退職手当

等）の決定方法及び有効期間を盛り込み、派遣労働者が容易に理解できるようにすることが望ましい。



２（Ⅱ）②．労使協定方式による待遇確保の留意事項、派遣労働者の意見の反映等
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派遣元指針において、過半数代表者が協定に関する事務を円滑に行うための必要な配慮の例示や派遣労働者
の意見がより反映されるための工夫を行うよう努めること等が新たに規定されました。

則第25条の６第３項過半数代表者への配慮

派遣元事業主には、労使協定の締結主体となる過半数代表者が、協定に関する事務を円滑に遂行することができるよう
必要な配慮を行うことが義務付けられています。

派遣元指針第２の８（８）ロ必要な配慮の例

過半数代表者が労働者の意見の集約等を行うに当たって必要となる事務スペースや事務機器の提供（イントラネットや
社内電子メールを利用させることを含む。）の提供を行うこと。

派遣元指針第２の８（８）ロ派遣労働者の意見反映のための工夫

派遣労働者が異なる派遣先に派遣されているため意見交換の機会が少ない場合等も考えられることから、労働者の過半
数を代表する者を選任するための投票等に併せて意見や希望等を提出させるなど、派遣労働者の意見がより反映される
ための工夫をするよう努めること。

派遣元指針第２の８（９）ハ就業規則の作成等における意見聴取

労働者派遣法第30条の６による、就業規則の作成等の意見聴取の際も、派遣労働者の過半数代表者に対して、円滑の事
務の遂行の為に必要な配慮と派遣労働者の意見反映のための工夫が求められます。

派遣元指針第２の８（９）ロ不利益取り扱いの禁止

労働者が派遣労働者の過半数を代表する者であること若しくは派遣労働者の過半数を代表する者になろうとしたこと又
は派遣労働者の過半数を代表する者として正当な行為をしたことを理由として、当該労働者に対して不利益な取扱いを
しないようにしなければならないこと。



派遣先２（Ⅱ）③．派遣料金配慮義務の留意事項
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派遣先は、派遣元が派遣労働者の同一労働同一賃金による待遇を確保することができるよう、派遣料金を配
慮する義務があります。
派遣先指針に、派遣料金の配慮義務に関し、法の趣旨を踏まえたとはいえない対応等の留意すべき事項を新
たに規定しました。

法第26条第11項派遣料金の配慮義務

派遣先は、労働者派遣に関する料金（派遣料金）について、派遣元事業主が、【派遣先均等・均衡方式】又は
【労使協定方式】による待遇を確保することができるよう配慮しなければならない。
→派遣先が派遣料金（派遣元に支払う料金）を決める際に、派遣労働者の待遇確保に必要な費用を十分考慮

しなければならない

派遣先指針第２の９（２）ロ法の趣旨を踏まえたとは言えない対応

派遣先指針に、派遣料金の配慮義務規定の趣旨を踏まえたとはいえない派遣先の対応を以下のとおり明確化した。
派遣料金の額に係る交渉に一切応じない場合
派遣元事業主が【派遣先均等・均衡方式】又は【労使協定方式】に基づく賃金等の待遇を確保するために必要
な額を派遣先に提示した上で派遣料金の額に係る交渉を行ったにもかかわらず、派遣料金の額が当該必要な額
を下回る場合

派遣先指針第２の９（２）ロ料金交渉の際の留意事項

派遣先は、派遣元事業主が、労使協定方式による派遣労働者の待遇の改善を進める観点から、労使協定に定め
る賃金の決定の方法を定めるに当たって、一般賃金の額を遵守した上で、経済・物価動向及び賃金動向を勘案
して協定に定める賃金の額を決定することが想定されることに留意すること。



２（Ⅱ）④．派遣先において配慮が求められる施設の明確化

29

派遣先において配慮が求められる施設に駐車場が含まれることを、派遣先指針に規定しました。

派遣先指針第２の９（１）例示に駐車場を新たに追加

当該施設に「駐車場」が含まれることをを派遣先指針において新たに明確化

法第40条第４項 / 派遣先指針第２の９（１）派遣先の施設の配慮義務

派遣先は、派遣就業が適正かつ円滑に行われるよう、派遣先が設置・運営し、派遣先の労働者が通常利用してい
る施設（利用の機会を与えることを義務づけている施設（給食施設、休憩室、更衣室）を除く。）について、利
用に関する便宜の供与等、必要な措置を講ずるよう配慮しなければならないとされています。
派遣先指針において、次のような施設を例示しています。
物品販売所、病院、診療所、浴場、理髪室、保育所、図書館、講堂、娯楽室、運動場、体育館、保養施設 など

派遣先による均衡待遇のための「配慮義務」（業務取扱要領第７の４（４））

配慮義務とは、派遣先の労働者と同様の取扱いをすることが困難な場合まで当該取扱いを求めるものではないが、配慮
の対象となった事項に具体的に取り組むことが求められるもの。
例えば、定員の関係で派遣先の労働者と同じ時間帯に診療所の利用を行わせることが困難であれば別の時間帯に設定す
る等の措置を行うことにより配慮義務を尽くしたと解される。

派遣先
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２（Ⅲ）．公正な評価による待遇改善の促進等
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派遣元は、派遣労働者の職務の成果等の評価、教育訓練やキャリアコンサルティングの実施、就業機会の確保
及び提供を行うに当たって、その職務の成果等の向上により待遇が改善するよう、派遣労働者の希望に応じた
評価結果のフィードバック等の措置を総合的に行うよう努めること等に留意すること。

派遣元指針第２の８（６）派遣労働者の希望する働き方の実現と改善に向けた好循環
派遣労働者の職務の成果等の評価、教育訓練及びキャリアコンサルティングの実施並びに就業機会の確保及び
提供に当たって、その職務の成果等の向上により派遣労働者の待遇が改善するよう、次の事項に留意すること。

① 派遣先に協力を求めつつ、派遣労働者の業務の遂行状況等を把握し、労働者派遣契約の更新の機会等の適切
な時機に職務の成果等の評価を行うこと。また、派遣労働者の希望に応じて、評価結果を本人にフィード
バックすること。

② 派遣労働者に対しキャリアコンサルティングを受けることを勧奨することが望ましいこと。また、キャリア
コンサルティングの実施結果等を踏まえ、教育訓練を実施し、就業の機会を提供する等、各措置が派遣労働
者の希望に応じて総合的に実施されるよう努めること。

③ ①及び②の取組を継続的に実施することによって、派遣労働者の希望する働き方の実現と待遇の改善に向け
た好循環を生み出すことが重要であること。

派遣先指針第２の９（１）派遣元が実施する評価へ派遣先の協力
派遣先は、派遣元事業主が当該派遣労働者の職務の成果等に応じた適切な賃金を決定できるよう、派遣元事業
主からの求めに応じ、当該派遣労働者の業務の遂行状況の情報を提供する等、当該派遣労働者の職務の評価等
に協力をするように配慮する必要があります。

派遣先派遣元



これらの取組を継続的に実施することによって、
派遣労働者の希望する働き方の実現と待遇の改善に向けた好循環を生み出すことが重要

派遣労働者の希望する働き方の実現と待遇の改善に向けた好循環
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派遣元は、派遣労働者の職務の成果等の評価、教育訓練やキャリアコンサルティングの実施、就業機会の確保
及び提供を行うに当たって、その職務の成果等の向上により待遇が改善するよう、派遣労働者の希望に応じた
評価結果のフィードバック等の措置を総合的に行うよう努めること等に留意すること。

職務の成果等の向上による

待遇の改善

正確な情報の把握
派遣先に協力を求めつつ、派遣労働者の職
務の遂行状況等を把握

適切な就業機会の提供
希望・能力・経験等に応じた就業機会の確保・提供
高度な業務への移行
キャリアアップ（派遣先での直接雇用等） 等

キャリア形成支援
キャリアコンサルティングの実施

（派遣業務への理解促進、希望する働き方の検討など）

教育訓練の実施による能力向上 等

公正な評価
適切な時機に、職務の内容・成果、意欲、能力等を評価
適切な能力・経験調整指数の当てはめ
派遣労働者の希望に応じた評価結果のフィードバック
キャリアコンサルティング受講の勧奨 等

（参考：指針のイメージ）

派 遣 元派 遣 労 働 者

派 遣 元派 遣 労 働 者派 遣 元派 遣 労 働 者

派 遣 元派 遣 先

Ⅲ．公正な評価による待遇改善の促進等
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【おしらせ】
厚生労働省委託 派遣元・派遣先向けセミナー

34

〈派遣元向けセミナー〉 〈派遣先向けセミナー〉

参加申し込み、詳細は厚生労働省 令和８年度派遣労働者の公正な待遇確保等推進事業から



【参考】改正内容・様式例について
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派遣労働者の
同一労働同一賃金の

詳細
（厚生労働省ＨＰ）

派遣労働者の
同一労働同一賃金の

詳細
（厚生労働省ＨＰ）

動画・マニュアル

ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ・ﾘｰﾌﾚｯﾄ 労使協定書等のｲﾒｰｼﾞ・様式集

HP 派遣労働者の同一労働同一賃金について｜厚生労働省



【参考】労働者派遣法施行規則／派遣元指針／派遣先指針の主な改正事項①

36

施行／適用期日：令和８年10月１日

労働者派遣法施行規則（労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律施行規則（昭和61年労働省令第20号））

法第31条の２第２項及び第３項による明示事項に、派遣元事業主に法第31条の２第４項の規定による説明を求めることができる旨を追加。

派遣元指針（派遣元事業主が講ずべき措置に関する指針（平成11年労働省告示第137号））

以下の事項を派遣元指針に追加。

＜公正な評価による待遇改善の促進＞

• 派遣労働者の職務の成果等の評価、教育訓練及びキャリアコンサルティングの実施並びに就業機会の確保及び提供に当たって、その職務の成果等の向上に
より派遣労働者の待遇が改善するよう、次の事項に留意すること。（第２の８⑹）

イ 派遣先に協力を求めつつ、派遣労働者の業務の遂行状況等を把握し、労働者派遣契約の更新の機会等の適切な時機に職務の成果等の評価を行うこと。
また、派遣労働者の希望に応じて、評価結果をフィードバックすること。

ロ 派遣労働者に対しキャリアコンサルティングを受けることを勧奨することが望ましいこと。また、キャリアコンサルティングの実施結果等を踏まえ、
教育訓練を実施し、就業の機会を提供する等、各措置が派遣労働者の希望に応じて総合的に実施されるよう努めること。

ハ イ及びロの取組を継続的に実施することによって、派遣労働者の希望する働き方の実現と待遇の改善に向けた好循環を生み出すことが重要であること。

＜労働者派遣法第30条の４第１項の協定の締結に当たって留意すべき事項等＞

• 法第30条の３の規定は、派遣先の通常の労働者と派遣労働者との間の不合理な待遇の相違を設けてはならないこと等を定めたものであり、法第30条の４の
規定は、協定を定めたときは、当該協定で定めた範囲に属する派遣労働者の待遇について、一部を除き、法第30条の３の規定は適用しないこと等を定めた
ものであることに留意すること。また、協定を定めた場合であっても、当該協定で定めたものを遵守していない場合又は公正な評価に取り組んでいない場
合は、法第30条の３の規定による待遇の確保が求められることに留意すること。さらに、協定の締結に当たり、協定の締結を行う過半数代表者が適正に選
出されていない場合は、協定を定めたものとは認められず、法第30条の３の規定による待遇の確保が求められることに留意すること。（第２の８⑻イ）

• 協定の締結を行う過半数代表者の事務の円滑な遂行のための必要な配慮として、事務スペース・事務機器の提供等が考えられること。また、過半数代表者
を選任するための投票等に併せて意見や希望等を提出させるなど、派遣労働者の意見がより反映されるための工夫をするよう努めること。

• 協定対象派遣労働者の待遇の改善を進める観点から、法第30条の４第１項第２号の賃金の決定の方法を協定で定めるに当たっては、次の事項に留意するこ
と。（第２の８⑻ハ）

イ 一般賃金水準を遵守した上で、経済・物価動向及び賃金動向を勘案して協定に定める賃金の額を決定することについて労使で十分に協議することが考
えられること。

ロ 一般賃金水準が下がった場合であっても、従前の協定に定める賃金の額を基礎として、公正な待遇の確保について労使で十分に協議することが望まし
いこと。

ハ 労使で十分に協議を行ったとしても、待遇を引き下げる場合、労働条件の不利益変更となり得るものであり、労働契約法第９条に基づき、原則として
労使双方の合意が必要であること。

• 協定を締結したとき（改定したときを含む。）及び労働者を雇い入れたときは、当該協定について労働者派遣法施行規則第25条の11各号に掲げるいずれか
の方法により周知を行うこと。また、労働者を雇い入れようとするときも同様に周知を行うことが望ましいこと。（第２の８⑻二）

（第２の８⑻ロ）



【参考】労働者派遣法施行規則／派遣元指針／派遣先指針の主な改正事項②
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施行／適用期日：令和８年10月１日

派遣元指針（派遣元事業主が講ずべき措置に関する指針（平成11年労働省告示第137号））（続き）

＜就業規則の作成等における派遣労働者の過半数を代表する者＞

• 就業規則の作成等における過半数代表者は、次のいずれにも該当する者とすること。（第２の８⑼イ）

イ 労働基準法第41条第２号に規定する監督又は管理の地位にある者でないこと

ロ 法第30条の６の規定により意見を聴取される者を選出することを明らかにして実施される投票、挙手等の方法による手続により選出された者であって、
派遣元事業主の意向に基づき選出されたものでないこと

• 派遣労働者の過半数代表者として正当な行為をしたこと等を理由として不利益な取扱いをしないようにしなければならないこと。（第２の８⑼ロ）

• 派遣労働者の過半数代表者が事務を円滑に遂行することができるよう必要な配慮（事務スペース・事務機器の提供等）を行わなければならないこと。また、
過半数代表者を選任するための投票等に併せて意見や希望等を提出させる等、派遣労働者の意見がより反映されるための工夫をするよう努めること。（第２
の８⑼ハ）

＜労働者に対する待遇に関する説明義務の改善＞

• 派遣労働者に待遇の相違の内容等を説明するに当たっては、「資料を活用し、口頭により説明する方法」又は「説明すべき事項を全て記載した派遣労働者
が容易に理解できる内容の資料を交付する等の方法」によるものとすること。また、資料を活用し、口頭により説明する場合には、説明に活用した資料等
を交付することが望ましいこと。さらに、交付することが困難な場合であっても、派遣労働者から事後に求めがあったときは当該資料を閲覧させる等の工
夫をするように努めるものとすること。（第２の９⑶）

• 法第31条の２第４項の規定による説明の求めがない場合であっても、労働契約の更新の際等に、待遇の相違の内容等について容易に理解できる内容の資料
を交付することや、待遇の相違の内容等について説明を求めることができることを周知すること等が望ましいこと。（第２の９⑸）

派遣先指針（派遣先が講ずべき措置に関する指針（平成11年労働省告示第138号））

以下の事項を派遣先指針に追加。

• 派遣労働者の利用に関する便宜の供与の措置を講ずるように配慮しなければならない施設として「駐車場」を例示。（第２の９⑴ ）

• 派遣元事業主からの求めに応じ、派遣労働者の業務の遂行状況の情報を提供する等、派遣労働者の職務の評価等に協力するよう配慮しなければならないこ
と。（第２の９⑴）

• 派遣元事業主による派遣料金に係る交渉に一切応じない場合や、派遣元事業主が労働者派遣法第30条の３又は第30条の４第１項の規定に基づく賃金等の待
遇を確保するために必要な額を派遣先に提示した上で派遣料金に係る交渉を行ったにもかかわらず、派遣料金が当該必要な額を下回る場合は、同法第26条
第11項の規定の趣旨を踏まえた対応とはいえないことに留意すること。また、派遣元事業主が、賃金の決定の方法を協定で定めるに当たっては、一般賃金
水準を遵守した上で、経済・物価動向及び賃金動向を勘案して協定に定める賃金の額を決定することが想定されることに留意すること。（第２の９⑵ロ）
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労働関係法令について
賃金の復習

兵庫労働局労働基準部監督課
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▷派遣元と派遣先の責任分担

派遣元の責任 派遣先の責任

●雇用主として派遣労働者と契約を結ぶ ●労働者派遣契約に基づく就業労働条件

●就業条件等の明示 の確保

●賃金の支払 ●業務上の指揮命令

●社会保険・労働保険の手続 ●労働時間、休憩、休日、時間外・休日

●年次有給休暇の付与 労働等の管理

●休業手当の支払 ＊36協定の締結、届出は派遣元で行う

●解雇予告・予告手当の支払 ●年少者・妊産婦の就業制限

●一般健康診断の実施 ●有害業務に関する健康診断の実施

など など
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▷賃金支払条件（労働基準法第24条）

◎賃金支払の５原則
①通貨払い
②直接払い
③全額払い
④毎月１回払い
⑤一定期日払い

賃金支払の５原則とその例外

①法令・労働協約に現物支給の定めがある場合
②労使協定の締結と労働者の同意を得て、労働者が指定する
次の口座への振込み等により支払う場合
(1)銀行その他の金融機関の預貯金口座
(2)証券会社の一定の証券総合口座
(3)指定資金移動業者の口座

〇賃金控除が認められる場合
①法令による場合（税金などの公租公課）
②労使協定による場合

＊事理明白でない「事務管理費」「安全協力費」等の控除は、労働基準法
違反になります

臨時支給の賃金、賞与、査定期間が１ヵ月を超える場合の
精勤手当、賞与等

例 外
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▷割増賃金（労働基準法第37条）

時間外労働、休日労働、深夜労働（午後10時～午前５時）を行わせた場合には、割増賃金を
支払わなければなりません。

割 増 賃 金 率

２割５分以上（１ヵ月60時間超の時間外労働は５割以上）時間外労働

３割５分以上休日労働

２割５分以上深夜労働

〇割増賃金の算定方法
割増賃金額＝１時間当たりの× 割増賃金率 ×時間外労働等の

賃金額 時間数
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▷ 最低賃金（最低賃金法）

兵庫県最低賃金の改定

予 定

（2026年８月４日答申）
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▷▷最低賃金の種類
①地域別最低賃金
各都道府県ごとに全ての労働者及び使用者に適用される。

②特定(産業別)最低賃金
各都道府県ごとに一定の事業や職業に従事する基幹的労働者
及びその使用者に適用される。

＊派遣労働者の最低賃金の適用は、派遣先事業場の地域別最低
賃金、特定(産業別)最低賃金が適用されます。

▷▷最低賃金の適用（例：塗料製造業の場合）

塗料製造業兵庫県最賃発効日

1,099円1,052円
令和６年

12月１日

1,099円1,116円
令和７年

10月４日

1,158円1,116円
令和７年

12月１日

1,158円1,172円
令和８年
10月1日予定

＊赤字の最低
賃金額を適用

両方の最低賃
金が適用の場
合は、高い金
額の方が適用
となります。

☆地域別最低賃金

1,116 円

☆特定（産業別）最低賃金

1,158 円

令 和 7 年 12 月 1 日 発 効

1,180 円

令 和 7 年 12 月 1 日 発 効

1,150 円

令 和 7 年 12 月 1 日 発 効

1,117 円

令 和 7 年 12 月 1 日 発 効

1,188 円

令 和 7 年 12 月 1 日 発 効

1,117 円

令 和 7 年 12 月 1 日 発 効

1,116 円

令 和 7 年 10 月 4 日 発 効

計量器・測定器・分析機器・
試験機・測量機械器具製造業

兵庫県の区域内で次に掲げるいずれかの産業を営む使用者

(1) 計量器・測定器・分析機器・試験機・測量機械器具・理化学機械器具

製造業(理化学機械器具製造業を除く。)

(2) (1)に掲げる産業において管理、補助的経済活動を行う事業所

(3) 純粋持株会社(管理する全子会社を通じての主要な経済活動が(1)に掲

げる産業に分類されるものに限る。)

(1)18歳未満又は65歳以上の者

(2)雇入れ後6月未満の者であって、技能習得中のもの

(3)次に掲げる業務に主として従事する者

イ　清掃、片付け、賄い、軽易な運搬又は工具若しくは部品の

整理の業務

ロ　手作業による小物部品の包装、袋詰め又は箱入れの業務

自動車小売業
※自動車小売業においては令和7年度の金額改正がなかったことから、
令和7年10月4日以降、兵庫県最低賃金（1,116円）が適用されています。

「繊維工業」、「各種商品小売業」は令和7年10月4日から
兵庫県最低賃金（1,116円）が適用されています。

電子部品・デバイス・電子回路製
造業、電気機械器具製造業、情報

通信機械器具製造業

兵庫県の区域内で次に掲げるいずれかの産業を営む使用者

(1) 電子部品・デバイス・電子回路製造業

(2) 電気機械器具製造業(医療用計測器製造業(心電計製造業を除く。)及び

当該産業において管理、補助的経済活動を行う事業所を除く。)

(3) 情報通信機械器具製造業

(4) 純粋持株会社(管理する全子会社を通じての主要な経済活動が(1)から

(3)までに掲げる産業に分類されるものに限る。)

(1)18歳未満又は65歳以上の者

(2)雇入れ後6月未満の者であって、技能習得中のもの

(3)次に掲げる業務に主として従事する者

イ　清掃、片付け、軽易な運搬又は賄いの業務

ロ　手作業により又は手工具、小型電動工具、卓上旋盤

若しくは卓上ボール盤その他これらに準ずる操作が容易な

小型機械(卓上において行うものに限る。)を用いて行う材料の

送給、洗浄、取揃え、選別、部分品の差し・曲げ・切り、穴あ

け、ねじ合わせ、刻印打ち、みがき、バリ取り、組線、巻線、

はんだ付け、かしめ、取付け、塗装、塗油、検査、

検数、結束、袋入れ、箱入れ、包装、レッテル貼り又は値札付

けの業務(これらの業務のうち流れ作業の中で行う業務を除

く。)

輸送用機械器具製造業

兵庫県の区域内で次に掲げるいずれかの産業を営む使用者

(1) 鉄道車両・同部分品製造業

(2) 船舶製造・修理業、舶用機関製造業

(3) 航空機・同附属品製造業

(4) 産業用運搬車両・同部分品・附属品製造業

(5) その他の輸送用機械器具製造業(自転車・同部分品製造業を除く。)

(6) (1)から(5)までに掲げる産業において管理、補助的経済活動を行う事

業所

(7) 純粋持株会社(管理する全子会社を通じての主要な経済活動が(1)から

(5)までに掲げる産業に分類されるものに限る。)

＊「自動車・同附属部品製造業」は兵庫県最低賃金が適用されます。

(1)18歳未満又は65歳以上の者

(2)雇入れ後6月未満の者であって、技能習得中のもの
(3)次に掲げる業務に主として従事する者

イ　清掃、片付け又は賄いの業務

ロ　塗装におけるマスキングの業務

ハ　軽易な運搬又は工具若しくは部品の整理の業務

ニ　材料の送給、洗浄、取揃え、刻印打ち又は結束の業務

(これらの業務のうち流れ作業の中で行う業務を除く。)

鉄　鋼　業
兵庫県の区域内で次に掲げるいずれかの産業を営む使用者

(1) 鉄鋼業

(2) 純粋持株会社(管理する全子会社を通じての主要な経済活動が(1)に掲

げる産業に分類されるものに限る。)

(1)18歳未満又は65歳以上の者

(2)雇入れ後6月未満の者であって、技能習得中のもの

(3)次に掲げる業務に主として従事する者

イ　清掃、片付け又は賄いの業務

ロ　軽易な運搬の業務

はん用機械器具製造業
生産用機械器具製造業
業務用機械器具製造業

兵庫県の区域内で次に掲げるいずれかの産業を営む使用者

(1) はん用機械器具製造業

(2) 生産用機械器具製造業

(3) 業務用機械器具製造業(計量器・測定器・分析機器・試験機・測量機械

器具・理化学機械器具製造業、医療用機械器具・医療用品製造業、光学機

械器具・レンズ製造業、武器製造業を除く。)
(4) 純粋持株会社(管理する全子会社を通じての主要な経済活動が(1)から

(3)までに掲げる産業に分類されるものに限る。)

(1)18歳未満又は65歳以上の者

(2)雇入れ後6月未満の者であって、技能習得中のもの

(3)次に掲げる業務に主として従事する者

イ　清掃、片付け又は賄いの業務

ロ　手作業により又は手工具を用いて行う包装、袋詰め、

箱詰め、レッテル貼り、値札付け、検数又は選別の業務

ハ　塗装におけるマスキングの業務
ニ　軽易な運搬又は工具若しくは部品の整理の業務

ホ　材料の送給、洗浄、取揃え、刻印打ち又は結束の業務

(これらの業務のうち流れ作業の中で行う業務を除く。)

最低賃金の種類 時間額 適用する使用者 適用除外する労働者

塗料製造業

兵庫県の区域内で次に掲げるいずれかの産業を営む使用者

(1) 塗料製造業

(2) (1)に掲げる産業において管理、補助的経済活動を行う事業所

(3) 純粋持株会社(管理する全子会社を通じての主要な経済活動が(1)に掲

げる産業に分類されるものに限る。)

(1)18歳未満又は65歳以上の者

(2)雇入れ後6月未満の者であって、技能習得中のもの

(3)次に掲げる業務に主として従事する者

イ　清掃、片付け、軽易な運搬又は賄いの業務

ロ　手作業により又は手工具を用いて行う包装、袋詰め、

箱詰め、ラベルはり、値札つけ、検数若しくは選別の業務

兵 庫 県 の 最 低 賃金
兵 庫 労 働 局

兵庫県最低賃金

時間額 発効日

☆兵庫県内の事業場で働くすべての労働者について、こ
の兵庫県最低賃金が適用されます。令和7年10月4日
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▷最低賃金（最低賃金法）

▷▷最低賃金の対象となる賃金

▷▷最低賃金額の算定方法

                                  ☜赤枠線内が対象 

 
 
 
 
 

賃 金 定期賃金 所定内賃金 基本給 

臨時の賃金 

賞 与 所定外賃金 

諸手当 

時間外労働、休日労働、 
深夜労働の割増賃金 

＊諸手当のうち、精皆勤

手当、家族手当は対象に

なりません。 

①時給の場合 ③日給の場合
時給(時間額）≧最低賃金額 日給(日額）

１週間平均の１日所定労働時間数
②月給の場合
総支給額ー対象とならない賃金
年間平均１か月所定労働時間数 ≧最低賃金額 45



▷休業手当（労働基準法第26条）
使用者（派遣元）の責めにきすべき事由により派遣労働者を休業させる場合には、派遣元が、平均賃金

の６割以上を休業手当として支払わなければなりません。

＊労働者派遣契約の中途解約により派遣労働者を休業させた場合には、一般に「使用者の責めに帰すべ

き事由による休業に該当し、派遣元は休業手当を支払う必要があります。

▷▷休業手当の計算

休業手当＝平均賃金（日額）×６割×休業させた所定労働日数

◎平均賃金の算定方法（労働基準法第12条）
（原則） （最低保障額）

直前の賃金締切日より起算した 算定期間中の賃金の総額
３か月間の賃金総額 算定期間中に労働した日数
上記３か月間の総暦日日数

＊（原則）と（最低保障額）両方計算し、高い方を平均賃金として採用。

平均賃金＝
×６割
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▷外国人労働者の賃金

◎外国人労働者の賃金からの控除について
外国人労働者の賃金から寮費、家賃、光熱費等を控除
するに賃金控除協定は労使で締結していますか？
過去に締結した賃金控除協定には入っていますか？⇒無ければ、必要な控除項目を含め、新たに労使で賃金
控除協定の締結を！

労働関係法令は、労働者の国籍にかかわらず、当然に適用されます。
また、国籍を理由とする差別的取扱いについては、派遣元だけではなく、派遣先についても禁止されてい
ます。

外国人労働者を含め、同一労働同一賃金ガイドラインが適用されることに留意しましょう
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ご視聴、
ありがとうございました！
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